
【様式６】
介護職員等の応援職員協定書［標準様式］（案）

　「（派遣元法人名）」（以下「甲」という。）と「（派遣先法人名）」（以下「乙」という。）とは、北海道が定める「介護職員等応援派遣事業実施要綱」（以下「実施要綱」という。）の規定に基づき、社会福祉施設等からの介護職員等の応援職員（以下「応援職員」という。）の派遣に関し、次のとおり、協定を締結する。

(目的)
第１条　この協定は、北海道内の社会福祉施設等の入所者又は介護職員等（以下「入所者等」という。）が、新型インフルエンザ等対策特別措置法(平成24年法律第31号)に規定する新型コロナウイルス感染症(以下「感染症」という。)に感染（当該感染症の感染が疑われた場合を含む）し、乙が運営する社会福祉施設等において、介護職員が不足した場合において、甲が運営する社会福祉施設等から介護職員等の応援職員等を派遣し、支援活動を行うことを目的とする。
　
（業務）
第２条　甲が派遣する応援職員は、乙が運営する施設において施設長等の指揮のもとに、入所者へのサービス提供に係る支援活動を行うものとする。

（費用弁償）
第３条　甲が派遣した応援職員に要した費用については、乙の負担を基本とする。ただし、これによりがたい場合は、甲と乙との協議の上、決定するものとする。

（秘密の保持）
第４条　応援職員は、業務の実施に当たり知り得た秘密を外部に漏らし、又は、その他の目的に利用してはならない。
２　前項の規定は、この規定が終了した後においても適用があるものとする。

（損害補償等）
第５条　応援職員の損害補償等については、次に掲げる方法により処理するものとする。
(1) 応援職員が、乙が運営する施設への往復途中又は支援活動中において、支援活動に
起因して負傷し、若しくは疾病にかかり、又は死亡した場合は、乙が補償するものと
する。
(2) 応援職員が、第三者に損害を与えた場合においては、乙がその損害を補償するものとする。ただし、乙が運営する施設への往復途中に第三者に損害を与えた場合は、甲がその損害を補償するものとする。


（協議等）
第６条　この協定に定めのない事項について、又は、この協定に関し疑義が生じた事項については、甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）
第７条　この協定の有効期間は、協定締結の日から応援職員の支援が終了した日までとする。

　この協定を証するため、本書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保
有する。


　　令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　甲　法人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　


　　　　　　　　　　　　　　　　乙　法人
[bookmark: _GoBack]　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
